
ゼロカーボンシティ調布の
実現に向けた取組

～太陽光発電の導入促進に向けて～

環境部環境政策課
（令和５年度第２回環境保全審議会）
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ゼロカーボンシティ調布の実現に向けた取組に関する，
第１回環境保全審議会における主な意見

①令和１２（２０３０）年度の温室効果ガス（二酸化炭素）排出量削減目標値の見直しの検討
※現在の目標値は，令和１２（２０３０）年度に，平成２５（２０１３）年度比４０％削減

②市民が自らのこととして具体的に捉えて関わることができる，理解しやすいロードマップづくり

③地球温暖化対策推進法（略称：温対法）で定める「地域脱炭素促進区域」や
「再生可能エネルギー導入促進区域」の市の対策における位置づけ，考え方の整理

④姉妹都市や近隣自治体など区域外の自治体との連携可能性の検討

⑤トップダウン，ボトムアップ，組織連携による全庁横断的取組による強力な推進
（市の幹部層への環境セミナーの開催も有効）

⑥太陽光発電設備の現状の導入状況の的確な把握

⑦集合住宅に対する太陽光発電設備の補助制度や普及啓発の取組

前回の審議会では，太陽光発電に関する意見（下線部）をいただきました
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今回の意見交換のテーマ設定について

・２０５０年までに温室効果ガス（二酸化炭素）排出実質ゼロの実現を目指す
ゼロカーボンシティ宣言の実現や地球温暖化対策実行計画の目標達成に向け，
再生可能エネルギーの導入促進は重要な取組の一つ

・再生可能エネルギーには，太陽光，風力，水力，地熱，バイオマス等があるが，
都市部において最も導入しやすいのが太陽光発電

・市内における年間電力使用量全体に占める太陽光発電の利用割合は，
令和３年度時点で約1.5%で，更なる導入拡大の余地あり

・都内では，令和７年度から，新築戸建て住宅への太陽光発電設備の設置を
大手ハウスメーカー等の事業者に義務付け

今回の意見交換のテーマとして
「太陽光発電の導入促進に向けて」を設定
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太陽光発電の導入促進に向け，
地球温暖化対策実行計画に位置付けた市の取組（区域施策編）
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●市域における取組（調布市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）より）



太陽光発電の導入促進に向け，
地球温暖化対策実行計画に位置付けた市の取組（事務事業編）
●公共施設における取組（第４次調布市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）より）
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①市の率先行動
公共施設における太陽光発電設備の導入状況（令和4年度末時点）

施設数
設備容量合計

(年間発電量合計)

内訳

屋根貸しのみ 所有

46棟/328棟
1,044kW

(1,009MWh)

施設数
設備容量合計
年間発電量合計

施設数
設備容量合計
年間発電量合計

33棟/300棟 925kW
(894MWh)

13棟/28棟
（小中学校など）

119kW
(115MWh)

※１）令和４年度末時点で多摩地域では最も多い出力合計
２）約200世帯分の家庭における平均的な年間電力使用量に相当

（1世帯当たり4,892kWhで計算／（出典）社団法人太陽光発電協会）
３）・328棟の公共施設には，構造上，太陽光発電設備の導入が困難な施設を含む。

・導入が可能な施設を今後精査し，更なる太陽光発電設備の導入を推進
・新築・増築・改修時には，「公共施設マネジメント計画」に基づき導入を推進
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https://www.city.chofu.tokyo.jp/www/contents/1385451378823/index.html
https://www.city.chofu.tokyo.jp/www/contents/1385451378823/index.html


市域における太陽光発電設備の導入状況（年間発電量）

設備容量合計 A 年間発電量合計 B
市域の

年間電力使用量 C
電力使用量全体

に占める割合 B÷C

令和３（２０２１）
年度

10,712kW

10kW未満 7,714kW
10kW以上 2,998kW

13,223MWh

10kW未満 9,258MWh
10kW以上 3,965MWh

878,967MWh 1.5%

＜５年前の状況＞
平成２８（２０１６）

年度

8,352kW

10kW未満 5,793kW
10kW以上 2,559kW

10,338MWh

10kW未満 6,953MWh
10kW以上 3,385MWh

903,322MWh 1.1%

今後の導入余地
（導入ポテンシャル）

436,887kW 593,458MWh
⇒令和３年度末時点の年間発電量合計に対し，
約４５倍の導入ポテンシャルあり

※１）固定価格買取制度（FIT制度）に基づく値
２）今後の導入余地の欄の数値は推計値

（再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）を用いて
設置可能面積から理論的に算出することができるエネルギー資源量のうち，
土地の傾斜や法規制などにより利用できないものを除いたもの）
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●近隣自治体等との太陽光発電割合
の比較（令和３年度末）

三鷹市 1.9％

武蔵野市 1.4％

府中市 1.2％

狛江市 1.9％

●太陽光発電（10kW 未満）設備の
導入件数（累計）の推移

（出典）令和３年度自治体排出量カルテ
（環境省）



東京都太陽光現況調査に基づく，平成２９（２０１７）年度時点の太陽光発電設備の，建物棟別の導入状況の調査結果
・都全域の建物を対象に，一般に入手可能な航空写真を元に，人工知能AI技術を活用し調査
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【参考】市域における太陽光発電設備の導入状況（建物棟数）

・総建物数のうち，
集合住宅，戸建住宅の棟数は不明

・戸数は総数114,250戸のうち，
集合住宅は81,950戸（約72％）
戸建住宅は32,300戸（約28％）

（出典）
平成30年住宅・土地統計調査
（総務省統計局）

総建物数
パネル設置

あり
パネル設置

なし

パネル設置なしのうち
日射量を得られる建物

（※１）

調布市 46,671棟
1,589棟

（設置率3.4％)
45,082棟

41,101棟
(設置ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ88.1%)

多摩地域合計 1,085,383棟
50,678棟

(設置率4.7%)
1,034,705棟

923,988棟
(設置ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ85.1%)

区部合計 1,568,984棟
49,539棟

(設置率3.2%)
1,519,445棟

1,230,973棟
(設置ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ78.5%)

※１）1,100 kWh/(m2・年)以上の日射量を得られる建物が該当
※２）東京都全体（島しょ部を含む）の設置率は3.8％



【参考】太陽光発電設備の導入状況（調布市市民意識調査）

調布市市民意識調査報告書（令和4年度版より） 調査対象：1,193人
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②意識啓発 太陽光発電に関する意識啓発の取組
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●情報発信
・市報，市ホームページ，ＳＮＳ等による情報発信
・ゼロカーボンシティ専用サイトによる情報発信 ※令和５年度中に開設予定

●意識啓発活動
・【イベント】環境フェアでの意識啓発活動（環境市民団体，エネルギー事業者等と連携）

・【環境講座】「自然のチカラで電気をつくろう」等の講座の開催（ちょうふ環境市民会議と連携）

・【ワークショップ】ソーラーランタン工作教室の開催（調布まちなか発電株式会社による地域貢献事業）

・【見学会】多摩川自然情報館の見学（調布まちなか発電株式会社による地域貢献事業）

●相談支援
・省エネ・再エネに関する電話・インターネットによる相談支援

※令和５年１０月２０日開始予定



②意識啓発 市報，市ホームページでの情報発信の事例
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●情報発信 ＜市ホームページ＞
＜市報（令和５年７月２０日号）＞



②意識啓発 環境フェア出展団体と連携した意識啓発の取組
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太陽光集熱器を活用した目玉焼き調理の実演
（調布未来のエネルギー協議会ブース）

携帯型ソーラーパネルによる発電を活用した
模型電車の操作体験（調布未来のエネルギー協議会ブース）

太陽光発電と蓄電池で電力を自給する
木造のトレーラーハウス「移動式えねこや」の体験
（一般社団法人えねこやブース）



③導入支援 太陽光発電設備の導入支援の取組（補助制度）

【調布市】よりよい住まいづくり応援制度
太陽光発電設備等取付け等補助事業

＜補助目的＞
環境負荷の低減を図ることで，環境に配慮した快適な居住環境

の整備を図るため，太陽光発電設備取付け等工事及び太陽熱利用
機器取付け等工事の費用の一部を補助
＜補助内容＞
最大出力1kwあたり2.5万円助成（上限10万円）
※新築・既存住宅の区別なし

【東京都】災害にも強く健康にも資する
断熱・太陽光住宅普及拡大事業
（家庭における太陽光発電導入促進事業）

＜補助目的＞
省エネ性に優れ、災害にも強く、健康にも資する断熱・太

陽光住宅の普及拡大を促進するため、高断熱窓・ドアへの改
修や、蓄電池、太陽光発電設備等の設置などに対して補助
＜補助内容＞
新築住宅 最大出力１kwあたり１２万円助成(上限36万円)
既存住宅 最大出力１kwあたり１５万円助成(上限45万円)

※3.75kW超の太陽光パネル
の場合，1kW当たり12万円
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令和４年度 59件 512.0万円

令和３年度 57件 483.6万円

令和２年度 68件 599.5万円

令和元年度 65件 553.2万円

＜補助実績＞



③導入支援 太陽光発電設備の導入支援の取組（共同購入）
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＜住宅向け太陽光パネル・蓄電池グループ購入促進事業＞
愛称：みんなのおうちに太陽光

・事業の流れ
①無料の参加登録
②入札で選定された業者の見積を確認
③現地調査の申込
④現地調査後の最終見積を確認，購入申込

・実施期間
令和５年４月２８日～令和５年８月２２日 第１弾
令和５年１０月１日～令和５年１２月２０日 第２弾

・都と市の連携による広報活動
広報チラシの全戸ポスティング（約１２万世帯）
広報チラシの自治会での回覧
市報，市ホームページ等での情報発信

共同購入のコスト削減効果・参加登録者の状況

【コスト削減効果】想定市場価格から約２０％削減
※補助金との併用可能

【参加登録件数】２０４件
戸建住宅戸数に対する登録割合：約0.7%
※都内市区町村の登録割合平均は約0.2%



③導入支援 太陽光発電設備の導入コスト
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●太陽光発電設備の一般的な導入コスト（既存住宅で設備を購入した場合）

平均的な導入コスト A
（4kW設備設置の場合）

120.8万円
(1kWあたり30.2万円)

東京都補助額 B 45万円

調布市補助額 C 10万円

実質負担額 A-B-C 65.8万円

※1kW当たりの導入コストは，経済産業省の試算結果に基づく
また，4kWの設備設置により，一般家庭の平均年間電力使用量4,892kWh
（太陽光発電協会の試算）の約8割（4,000kWh)を賄えるものと想定

（出典）一般社団法人太陽光発電協会ホームページ，
経済産業省「日本のエネルギー」（2023.2発行）

2012
H24

2013
H25

2014
H26

2015
H27

2016
H28

2017
H29

2018
H30

2019
R1

2020
R2

2021
R3

2022
R4

2023
R5

電気料金
平均単価
（家庭）

23 26 27 26 24 26 27 27 26 28 34
(R5.5)

35

太陽光発電
売電価格

(10kW未満)
42 38 37 33 31 28 26 24 21 19 17 16

●電気料金平均単価と太陽光発電売電価格（固定買取価格）の推移
（1kWh当たり）

※太陽光パネルの標準耐用期間は20～30年（法定耐用年数は17年），10kW未満の固定買取価格期間は10年 （出典）資源エネルギー庁HP，新電力ネットHP

＜1kW当たり太陽光発電設備導入費用の推移＞

＜既築住宅の場合＞
2012(H24)

1kW当たり47.9万円
↓

2021(R3)
1kW当たり30.2万円



太陽光発電導入促進に向けた主な政策動向
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＜令和４（２０２２）年度＞
・再エネ促進区域制度の創設【地球温暖化対策推進法】

＜令和６（２０２４）年度＞
・建築物再エネ利用促進区域制度の創設【建築物省エネ法】

⇒市町村が，地域の実情に応じて，太陽光発電等の再エネ設備の設置を促進する区域を設定

＜令和７（２０２５）年度＞
・新築住宅における太陽光発電設備設置義務化【東京都環境確保条例】

⇒大手ハウスメーカー等の事業者（年間２万㎡以上の建物を建築している事業者）が対象
（都内での年間新築棟数の半数程度の規模＜調布市の棟数では，戸建て７５７件程度＞）

・新築住宅における省エネ基準全面義務化【省エネ法】

＜令和１２（２０３０）年＞
・新築戸建住宅の６割への太陽光発電設備設置を目標【第６次エネルギー基本計画】

・都内太陽光発電設備導入量 200万kW以上を目標【東京都環境基本計画】

・２０３０年以降の新築住宅においてＺＥＨ水準の省エネルギー性能確保【第６次エネルギー基本計画】

（遅くとも２０３０年度までに省エネ基準の段階的な引き上げを実施）



太陽光発電導入促進に向けた主な政策動向（再エネ促進区域）
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（出典）環境省ホームページ

再エネ促進区域
設定済の自治体

１２自治体
（令和5年8月時点）



太陽光発電導入促進に向けた主な政策動向（建築物再エネ利用促進区域）
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（出典）国土交通省ホームページ



太陽光発電導入促進に向けた主な政策動向（新築住宅太陽光発電設置義務化）
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（出典）東京都・太陽光発電設置解体新書



太陽光発電導入促進に向けた主な政策動向（省エネ基準）
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（出典）経済産業省ホームページ



太陽光発電設備の一般的な導入メリット
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（出典）東京都
「家庭の省エネハンドブック２０２３」



太陽光発電の一般的な導入デメリット，導入しない理由
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●太陽光発電を導入しない理由
（東京電力エナジーパートナー調査（平成３０年度）より）
調査対象：1,877人・導入コストの高さ

・メンテナンス（点検作業・部品交換等）の必要性
・天候に左右される不安定な発電量
・パネルの重量による屋根の劣化リスク
・反射光トラブル

（参考）東京電力エナジーパートナーHP，
社団法人太陽光発電協会HP

●導入デメリット


